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那須塩原市 



平成 17 年度の集中行財政改革プラン進捗状況 

 

１．進捗状況総括表 

年度別実施予定の事務事業数 

改革プラン項目 

実施された

事務事業数 

〔効果額：千円〕
１７ １８ １９ ２０ ２１ 計 

１-１ 事務事業の整理合理化等
９ 

〔1,506〕

８ １０ １７ ６ ３ ４４

１-２ 補助金等の見直し   １ １

２ 民間委託等の推進 
３ 

〔5,000〕

３ １ １ １ １ ７

３ 市民との協働  １ ２ ４ ７

４ 公営企業等の経営健全化  １０ １ １１

５ 財政状況と経費削減    

６ 情報の公開  １  １

７ 組織・機構の見直し   １ １

８ 職員定員の適正化 １ １   １

９ 給与の適正化    

１０ 財源の確保 １ ２ ３  ２ ７

１１ 職員の意識改革   １ １

 
計 

１４ 

〔6,506〕

１４ １５ ３１ １７ ４ ８１

 

 

２．実施事務事業の進捗状況 

  １７年度の事務事業の取り組みについては、全体で１４事務事業を予定し、１３

事務事業が実施及び一部実施がなされました。さらに１８年度実施予定だった事務

事業の整理合理化等の項目で「健康管理調査及び健康診査申込」が１７年度に繰り

上げ実施をしました。 

  財源の確保の項目では、１７年度決算実績において収納率が減少しておりますが、

１８年度から収税課を新設し、より一層の収納率向上に取組みます。また、改革実

施となっていた「国民健康保険税、介護保険料の徴収事務」については、市税のコ

ンビニ納入が１８年度から一部開始されたことに伴い、市税の収納事務と歩調を合

わせることで、検討することとしました。 

 



３、項目別進捗状況 

 
１－１事務事業の整理合理化等 

改革の実施時期（年度） 
事務事業名 事業概要 改革の概要 改革の効果 

Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１

効果額 

単位：千円 

○     

統計書の作成 
＊那須塩原市統計書の

作成 

＊外部印刷は５年に１

度とする 

＊データは他の調査と

共有する 

＊最新データの表示 

＊印刷経費の削減 

＊市のホームページへの掲載により統計情報を

発信することができ、印刷部数が削減された 
１００ 

○     

その他の入札制度 

＊特定建設工事共同企

業体についての取扱い

＊新たな入札制度の検

討 

＊特定建設工事共同企

業体について要領を定

める 

＊電子入札導入を検討

＊入札、契約の適正化
＊建設工事共同企業体取扱要領を制定し、中

小・中堅建設業者の受注機会の確保並びに適

正な施工を図ることができた 

 

○     

談合対策 ＊談合情報への対応 

＊公平入札調査委員会

設置要領の制定 

＊談合情報事務処理要

領の制定 

＊不正行為の排除の徹

底 

＊談合情報対応事務処理要領及び公正入札

調査委員会設置要領を制定し、入札談合等に

関する情報に的確な対応が行えた 

 

＊18 年度から、「指名業者選定」「入札・契約情報の公表、予定価格の公表」「その他入札制度」「談合対策」の事務事業を「入札・契約に関する諸制度の見直

し及び運用」に事務事業名を統一して取組むこととする 

入札・契約に関する諸

制度の見直し及び運用 

＊指名業者選定 

＊入札契約情報の公

表・予定価格の公表 

＊談合対策 

＊電子入札導入検討 

＊公共工事の入札及び

契約の適正化に関する

法律に基づいた、入札

方式等の見直しを図る 

＊透明性の確保、公正

な競争の促進、適正な

施工の確保、不正行為

の排除 

一部見

直し 

一部実

施 ・ 検

討 

 

実施 

   

 



 
改革の実施時期（年度） 

事務事業名 事業概要 改革の概要 改革の効果 
Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１

効果額 

○     

小規模工事等契約希望

者登録 

＊市内業者の小規模工

事（50 万円未満）等

の受注機会を拡大 

＊業者は登録制にして

いる 

＊見積もり依頼業者選

考会議及び各課での積

極的な対応を進める 

＊業者の登録は随時受

け付ける 

＊市内業者の小規模工

事等の受注機会の拡大

＊市が発注する５０万円未満の小規模工事等

について、登録制度を設け、市内業者の受注

機会の拡大を図った 

 １７年度登録業者 ４２件 

 

○     

普通財産の取得、管理

及び処分 

＊普通財産（特定の用

途･目的を持たない財

産）の新たな取得は少

ないが、用途等を廃止

した場合などで保有す

ることになる 

＊草刈等の管理 

＊払い下げ希望があれ

ば処分する 

＊売却を推進する 

＊利用希望のある地元

自治会に管理を委託す

る 

＊目的を持たない資産

の現金化 

＊管理経費の削減 

＊財産管理が容易に行えるようシステム化を図

った 

＊１８年度は処分計画の策定に取組んでいる 

 

○     

生ごみ処理機等設置費

補助金 

＊生ごみ処理機の購入

に対し補助金を交付す

る 

＊補助制度の周知 

＊発生する堆肥の利用

についての周知 

＊ごみの減量化 

＊生ごみ処理容器、処理機を導入したことによ

って、年間約４０ｔの減量化と環境に対する意

識高揚が図られた 

  １７年度補助実績 

    ：生ごみ処理容器１３基 

    ：機械式生ごみ処理機６６台 

 

 



 
改革の実施時期（年度） 

事務事業名 事業概要 改革の概要 改革の効果 
Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１

効果額 

 ○    

健康管理調査及び健康

診査申込 

＊基本健康診査・各種

がん検診の対象者、未

受診理由を把握するの

と同時に、受診申込を

受け付ける 

＊対象者の全世帯に健

康診査の案内を郵送

し、回収は行政連絡員

等に依頼する 

＊健康対象者を把握す

るために実施している

健康管理調査を５年に

一度にする（検診申込

は従前のとおり毎年実

施） 

＊経費の削減 

＊検診ＰＲパンフレットを内部印刷とした 

＊郵送用封筒を回収用に再利用した 

  ：調査対象世帯 ４０，２００世帯 

  ：対象者数  ７７，４１７人 

１，３００ 

○     

議員台帳 

＊㈱会議録センターに

議員履歴などの管理を

委託している 

＊データの入力は職員

が行っている 

＊自前の管理に切り替

える 

＊経費の削減 ＊委託をしていた議員履歴管理システムを、自

前の管理に切り替えた 

１０６ 

○     

議会選出各種委員 

＊議員の各種委員会へ

の参画は２０の委員会

である 

＊立法機関と執行機関

との関係を考えれば参

画は望ましくない 

＊法令の定めのあるも

のを除いて、選出の依

頼をしないよう執行機

関に要請する 

＊執行機関に対する監

視の強化 

＊議員の各種委員会への参画については、法

令に定めのあるものを除いて、選出の依頼をし

ないよう執行機関に要請した 

 

 
 



 
（２）民間委託等の推進 

改革の実施時期（年度） 
事務事業名 事業の概要 改革の概要 改革の効果 

Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１
効果額 

○     

第３セクターの支援 
＊野岩鉄道への出資と

支援 

＊経営努力の提案・提

言 
＊経営の健全化 ＊利用者の増加対策を支援するとともに、経費

の削減、経営の合理化を求めた 

 

○     

スキー場 

＊ハンターマウンテン

スキー場は、第三セク

ター方式のスキー場で

ある 

＊民間事業者は他社へ

の経営委譲を検討して

いる 

＊市が保有する株式を

売却し、第三セクター

から撤退する 

＊株式の売却による収

入 

＊筆頭株主の経営権譲渡に伴い、既に第 3 セ

クターとしての役割は十分達成されたので、市

所有の株を売却し 17 年度で撤退した ５，０００ 

○     

＊市道の維持管理 

＊市道を安全かつ適正

に維持管理を行う 

＊パトロール及び維持

補修を行う 

＊市道等の除雪及び

砂・融雪剤の散布 

＊直営の部分と委託を

している部分がある 

＊道路補修及び除雪作

業など段階的に委託に

切替える（全体パトロ

ール及び緊急対応につ

いては直営） 

＊安全性の確保 

＊事業の効率化 

＊豪雪地帯の塩原地区について、路線ごとに

委託契約を行い、迅速に除雪作業が実施でき

る体制とした 

 

 
 
 



（８）職員定員の適正化 

時 点 Ｈ１７．４．１ Ｈ１８．４．１ Ｈ１９．４．１ Ｈ２０．４．１ Ｈ２１．４．１ Ｈ２２．４．１ 

目標職員数（人） ９５０ ９５１ ９５０ ９３８ ９２７ ９０４ 

対前年増減数（人） － １ ▲ １ ▲ １２ ▲ １１ ▲ ２３ 

累計減員数（人） － ▲ １ ０ １２ ２３ ４６ 

累計削減率（％） － ▲ ０．１ ０ １．３ ２．４ ４．８ 

前年度退職者予定数（人） － ２３ １４ ３１ ３０ ４２ 

 

計 

 

 

画 

採用予定数（人） － ２４ １３ １９ １９ １９ 

実

績 
職 員 数  ９５１     

 
（１０）財源の確保 

種  別 １６年度実績 １７年度実績  ２１年度末目標数値 

市 税 ９６．０ ％ ９５．７ ％  ９７．６ ％ 

国民健康保険税 ８６．５ ％ ８４．１ ％  ８８．０ ％ 

介護保険料 ９７．９ ％ ９７．４ ％  ９８．９ ％ 

 
改革の実施時期（年度） 

事務事業名 事業の概要 改革の概要 改革の効果 
Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１

効果額 

○     

国民健康保険税、介護

保険料の徴収事務 

＊未納者に対する電

話・文書による催告 

＊納税相談の実施 

＊保険証の発行判定 

＊滞納整理を行う組織

の設置・資格発行者の

納付促進（国保税） 

＊24 時間営業のコン

ビニでの収納 

＊収納額の増 

＊公平性の確保 

＊市税のコンビニエンスストアでの一部納入が

18 年度から開始された。また、収税課が設置

されたので、市税の収納事務と照合しながら進

めたい 

 

 


